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社会保険の民間開放 

 
１．現状 

 
 
◇ 社会保険庁は、昭和 36年の国民年金制度の創設に伴い、増加する社会保
険関連の事務、事業の効率化を図るため、企画立案部門と現業部門を分離

し、昭和 37 年に厚生省の外局として設置された。 
 
◇ 現在、政府管掌健康保険、船員保険、厚生年金保険及び国民年金の各事

業の運営実施について、以下のような業務を行っている。 
 ＜主な業務＞ 
  ①適用（加入、保険料減免等）、徴収（含む督励、滞納整理） 
  ②年金相談 
  ③給付 
  ④情報管理 
  ⑤上記①～④に付帯する業務 

 
 ◇ 組織は、概ね以下のとおり。 

①本庁組織（総務部、運営部）：業務全体の調整、出先機関の監督 
②社会保険大学校：職員の研修機関 
③社会保険業務センター：年金業務 
④地方社会保険事務局：地方支分部局として各都道府県に設置 
⑤社会保険事務所：地方社会保険事務局の出先機関 

 
◇ 常勤職員数は横ばいで推移しているものの、非常勤職員数は過去５年で

倍増（平成 16年度予算ベース：計 24,867人） 
   ①常勤職員数：17,466人 
   ②非常勤職員数：7,401 人（うち、国民年金推進委員（＊１）2,566 人、

謝金職員（＊２）4,835人） 
  （＊１）国民年金保険料の未納者に対し、戸別訪問による国民年金制度の

周知、保険料の納付督励及び収納、口座振替の促進等を行う非常

勤職員。 
  （＊２）専門的知識や能力を必要とする年金相談・レセプト点検等の業務

を行う非常勤職員。 
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２．問題意識 

 
◇ 官業であるが故に、事務、事業における効率化、保険料徴収などにイン

センティブが働かず、その質的向上の努力を怠ってきた。その結果、具体

的には以下のような問題点が起こっている。 
 
 
（１）未納率の上昇 

 
◆ 国民年金 

2003 年度には国民年金保険料の納付率が 63.4％と、極めて低い水準にと

どまっている。未納のまま時効となった国民年金保険料が、2003 年度で

8,476 億円に上り、10 年前の 1994 年度と比べ、約 2.1 倍に膨れ上がった。 
また、「社会保険庁の在り方に関する有識者会議」で社会保険庁が提出し

た「緊急対応プログラム（平成 16年 9月 17日）」において、未納者 3万人
に対して強制徴収を行うなどの報道もあるが、これは未納者全体の僅か

0.3%に過ぎない。同プログラムでは、平成 19 年度までに徴収率 80%を目標
にしているが、免除申請者を増加させるなどの分母を減らす対策が大半で、

本来行うべき「徴収」業務の強化策が殆ど講じられていない。（別紙①、②

参照） 
 
◆ 厚生年金 

 厚生労働省の説明では、厚生年金における徴収率は 99%とのことであるが、

これは既に厚生年金加入手続済みの事業所を分母とした数値であり、本来

であれば原則加入義務を負う、法人及び従業員 5 人以上の個人事業主に対

し、社会保険事務所による適切な対応が行われていないとの報道もあるば

かりか、未加入事業所を含めた実際の未納率すら把握されていない。 
 
 
（２）非効率な運営 

 
 ◆ 総務省「年金に関する行政評価・監視結果に基づく第一次勧告（平成 16
年 10月 8日）」及びその関連報道において、社会保険庁の職員 1名当たり
の業務量は、都道府県によって大きな格差（＊）があり、非効率な職員配

置が指摘されている。（別紙③参照) 
  （＊）職員 1名当たりの被保険者数、事業所数、受給者数等により算出。 
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定員 1名当たりの業務対象数が最も多い事務局は千葉県、最も少ないの 

が鳥取県で、その格差は約 3.4 倍となっている。 
 
 
（３）窓口サービスの低下 

 
◆ 現場の社会保険事務所では、年金等の相談窓口が混雑しており、利用者

による評価も芳しくなく、開庁時間も短いなど、利用者たる国民の立場に

立ったサービスの提供がなされていないとの指摘がある。 
今後、団塊の世代が年金受給者となるにつれ、年金相談件数が更に増加

することが予想される中、窓口サービスの抜本的な見直しが求められる。 
 
 
（４）不正な保険料使用、不祥事 

 
◆ 国民に還元するとの名目で、年金福祉事業として、年金福祉施設に多額

の資金が投入（約 1.5 兆円もの保険料がつぎ込まれたといった報道あり）
されてきた。また、保険料の不正使用、不透明な随意契約、個人情報漏洩

等、職員による不正事件などが相次ぎ起こっている。 
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３．改革の方向性 

 
◇ 今後更なる少子高齢化の進展が見込まれる中で、財政状況も更に厳しく     

なることが予想され、また、国民の社会保険制度に対する不信感は頂点に 

達している。さらに、社会保険制度のみならず、その実務を担う社会保険 

庁に対する不信が増大しており、国民年金を中心に徴収率を向上させ、国 

民の社会保険に対する不公平感を払拭するとともに、コスト効率よく適正 

なサービスの提供を行うことが急務である。 

 

◇ 上記のような多大な課題を抱える、社会保険事業を適正かつ透明で効率 

的な運営へ短期で変革するためには、社会保険庁のあり方や事務、事業に 

ついて抜本的な見直しが不可欠である。 

 
 
（１）社会保険業務・組織全般の抜本的見直し 

 
  ◆ 社会保険庁において改革が着手されているものの、スピード感に問題

があるのではないか、などといった指摘がある。社会保険業務の効率性

を向上させるためには、徴収から運用にわたる社会保険の事務、事業の

全てを現体制で実施するには限界がある。 
 
  ◆ 社会保険の事務、事業において、民間事業者のノウハウが活用できる

分野は多い。「民でできることは民で」を実践すべく、全ての事務、事業

について、民間譲渡・民間委託を推進し、徴収率の向上、業務の効率化、

国民本位のサービスを実現していくべきである。 
 
  ◆ 社会保険の事務、事業の民間開放の推進とあわせ、組織全般について

も、独立行政法人化、他の行政機関との業務の統合、地方への移管、公

設民営方式の活用なども含め、その在り方について、抜本的な見直しを

行うべきである。なお、これらを行う際も、民間開放を促進しつつ、業

務を効率化することが大前提となる。 
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（２）民間開放の一手法としての「市場化テスト」の実施 

 
  ◆ 「（１）社会保険業務・組織全般の抜本的見直し」を推進する手段とし

て、市場化テストの活用があげられる。 
民間からの具体的な提案に応じて、下記の分類により民間開放を推進

する。 
    ①事業毎（保険料徴収業務、適用業務、年金相談業務、給付業務、情

報管理業務など） 

    ②地域毎（都道府県社会保険事務局、社会保険事務所単位など） 

 
上記の通り、民間譲渡・民間委託（公設民営等）を可能なものから早

急に実現する。なお、特に②については、当該自治体の協力を得て、特

区制度も活用する。 
 
  ◆ 中間報告時点（11/8）では、以下の業務等についての民間提案が提出さ

れている。（社会保険庁関係で合計 12 提案） 
 
    ①公設民営 

 社会保険事務所が実施する健康保険、国民年金、厚生年金等事業   
に係る適用・徴収・給付手続業務及びこれに付随する相談業務を、

施設単位で包括的に市場化テストの対象とする。 
 
    ②保険料徴収 

      国民年金等保険料の徴収（文書・電話催告、現地調査支援、未納 
     者に対する回収などを含む）を市場化テストの対象とする。 
 
    ③社会保険庁のバックオフィス事務 

      以下の業務を市場化テストの対象とすべき。 
     ・人事業務に関する給与事務及びこれに付随するデータ入力代行及   
      び管理業務や、そのシステムの導入並びに保守運用作業 
     ・社会保険庁で発生していると想定される帳票（紙媒体）のデータ 

エントリー事業 
     ・福利厚生事業 
 
















